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1. はじめに 

産学連携は 1990 年代以来、特に先進国において強化されてきた[1][2]。最近では学術領域と商業領域

の間の知識交換を通じたイノベーションの実現[3][4][5]や経済的競争力の獲得を目的として[6][7]、一層

の注目を浴びている。日本でも各大学が自らの個性や特色を生かし、共同研究や受託研究、技術移転な

どに取り組んでいる。産学連携は人類社会に貢献する新たな技術や経済的価値を生み出すものである一

方で、多くの主体がかかわることから、市場や社会における環境の変化に対するレジリエンスを確保す

ることがその持続のためには肝要である。 
本研究では、COVID-19 によるパンデミックを事例に、日本の産学連携がどのような影響を受けたの

かについて大学側の視点から調査し、一般的に産学連携の成否を分けるとされてきた要因のそれぞれに

おいて、パンデミックが特徴的な影響を及ぼしたと考えられるのかを分析した。研究では第一に、先行

研究を参照して一般に産学連携において重要な要素として指摘されているものを整理し、各要素への大

学の態度がパンデミックを経てどのように変化したと考えられるかについて仮説構築を行った。第二に、

各大学の産学連携本部や類似組織に対し、パンデミックが産学連携にどのような影響・変化を及ぼした

かについてのインタビューを行い、その結果を先行研究に基づく予想と比較した。本研究ではさらに、

これらの考察を受けて、大学の性質や、その設置地域における産業構造などの地域性によってパンデミ

ックの影響が異なるかどうかについても分析を行うが、本稿では紙幅の制約から、パンデミックが産学

連携に及ぼしうる影響と、実際に及ぼした影響に関する分析の部分について報告する。 
 
2. 先行研究の整理 

  パンデミックのような社会的変動の影響を考察するにあたっては、産学連携が実施される諸段階を整

理する必要がある。産学連携のプロセスは、連携の前提となるネットワーク形成（連携相手探し）、連携

相手が決まった後の実際の連携準備、そして連携中の進捗管理の大きく 3段階に分割することができる。

先行研究で指摘されている要素は、これらの段階のそれぞれで重要な要素に分類することができるが、

ここではさらに細分化を行い、①連携歴、②情報開示・発信、③資源の共有、④非公式の交流、⑤目標

設定・役割分担、⑥アウトプットの戦略的活用、⑦公的補助金の活用、⑧進捗管理の 8 つにまとめた。

以下では、8 つの要素について大まかに説明し、またパンデミックとの想定される関係についても記す。 
<連携相手探し> 

①連携歴 

  産学の連携がゼロから構築される場合もありうるが、多くの場合、大学が、過去にその企業(あるいは

部門、部署)と連携した経験があるかは、産学連携の成否に極めて重要な要素だと考えられている[8]。十

分に連携歴があれば、以下に確認する②から⑨の要素については事前に確認できていることになり[9]、
産学連携が「成功」したと関係者が感じる可能性が高くなる。パンデミックによって対面での意思疎通

ができなくなった(④非公式の交流と関連)ことで、偶発的な連携の機会が失われた結果、連携歴の重要

性が高まったことが予想される。 
②情報開示・発信 

  大学が産学連携の相手先を探索したり、連携に向けた準備を進めたりする中で、企業に関する情報は

重要な決定要因となる。例えば、企業がホームページで産学連携に言及しているか、あるいは技術水準

や設備の指標を示しているか[10]、などがこれにあたる。大学に対してのこうした開示・発信は、その

企業に産学連携の経験がある/慣れている[11]、あるいは意欲がある[12]ことを示すシグナル[13]として

機能すると考えられ、大学が見込む各種の不確実性を減らすことにつながる。パンデミックを経て以前

よりオンラインでのやり取りで連携の可能性を模索するケースが増えていることから、情報開示・発信

の重要性も高まったことが予想される。 
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③資源の共有 

  大学が産学連携をする最大の目的は研究資金獲得であると指摘されるように、産学連携を通じて活用

される資源の中でも、資金は特に重要な要素[14][15]である。資金以外の企業から提供されるリソース

や、教育の場としての資源ととらえるケースもある[16][17]。パンデミックがこれらの要素に及ぼした

影響はいくつか考えられるが、それらは少なからず互いに打ち消しあう性質を持つことが考えられる。

例えば、企業の業績が不調なら提供される資金は減少するかもしれないが、一方で企業は共同研究など

を通じてリスクを大学とシェアするインセンティブが増し、産学連携に対し積極的になることが考えら

れる。このため、パンデミックが産学連携の在り方に与える影響について、大学側や企業側の資源の変

動を通じた効果は、総合的に見たときには必ずしもネガティブなものとは限らず、その影響力はさほど

大きなものにはならない可能性がある。 
④非公式の交流 

  先行研究の多くでは、産学連携の成否を決める要因として「信頼関係」や「友情」の重要性が説かれ

ている[18][19][20][21]。今回の分析では、信頼感は個人差が大きいと予想されるだけでなく、プロジェ

クトの成功を信頼感と錯覚するケースもあると考えられることから、こうした要素に明示的に着目する

ことは避けた。しかし、このような信頼関係や友情の醸成には、より物理的な要件として、非公式、特

に対面での交流が欠かせないことはしばしば指摘されている[16][22]。これにより「連携の準備」段階で

の意思疎通が円滑になる[23]だけでなく、実際に連携を進めていく段階でも効率が上がると考えられる。  
パンデミックでこの要素は決定的なダメージを受けたと考えられる。ただし、ここで注意が必要なのは、

パンデミックという短期での変動と、産学の双方が長期的に築いてきた関係の強弱は文脈に依存しうる

という点である。信頼関係がすでに醸成されている連携については、むしろパンデミックのような短期

変動が与えうるダメージに対して頑健であるとも考えられるので、連携歴が重視されるという産学連携

の特殊な性格を考慮すると、非公式な交流の可否は、連携そのものに大きな影響を与えないという可能

性も考えられる。 
<連携の準備> 

⑤目標設定・役割分担 

  目標設定や役割分担を確実に行うことは、連携の成否を決める分岐点となるとされる[24]。一般的に、

大学側と企業側の担当者では優先順位や価値観が異なることが多く指摘されており[20][25][26][27]、こ

うした優先順位や価値観に関する摩擦の例として、大学は正確さを重視するのに対し、企業はスピード

を重視する、といったものが挙げられる。こうした相違が連携の計画段階では看過されてしまい、実際

に連携が開始されてはじめて明らかになってしまった場合には特に大きな問題となる。パンデミックに

よるこうした目標設定・役割分担への影響も両義的である。一方で信頼関係が築きにくくなったために

この交渉や認識の共有は難しくなったかもしれないが、他方でオンラインを通じて会議の時間や回数を

費やせるようになったことから、産学間における意思疎通が逆に進んだという可能性もある。 
⑥アウトプットの戦略的使用 

  産学連携のアウトプットである知的財産の扱いなどを決定する過程は、お互いに相手の誘因を確保す

るために重要な要素である[28][29]。大学側には企業側に比べて知的財産の専門家が少ないことから、

この過程においては企業が有利になりがちという指摘[30]があるが、アメリカでは公的資金への依存度

を下げる観点[31]からも大学幹部がこれらからの収益を重視しており[32]、日本でも今後折衝が難しく

なることが予想される。この過程に対するパンデミックによる直接的な影響は不明であるが、パンデミ

ックで業績の悪化した企業が、産学連携の果実である知的財産収入に対してよりセンシティブになり、

厳しい条件で大学と交渉するようなケースが発生したことが予想される。 
⑦公的補助金の活用 

  産学双方が連携に期待することの最大の目的の一つ[33]は、企業が大学と協力すると[34]交付される

公的補助金である。国際競争の激化と急速な技術革新を背景に、各国政府はイノベーションの効率を向

上させるべく、補助金を用いて産学連携を推進しようとしている[35]。産学の資金面での制約が強くな

れば、産学双方で公的補助金を活用する選択肢がより有力になると考えられるほか、パンデミックで加

速したオンライン化の流れで行政手続きも簡略化していれば連携が後押しされた可能性がある。このほ

か、パンデミック関連の研究予算が政府部門から多く提示され、それらが産学連携にも活用されたこと

も考えられる。 
<連携中> 

⑧進捗管理 
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  連携の準備が望ましい形で進行しても、進捗管理が適切に行われなければ産学連携は成功しない。進

捗管理にはプロジェクトの進捗報告などをどの程度の精度や頻度で行うか、といった双方のコミュニケ

ーションの在り方が含まれるが、これらの点はプロジェクトの進みにダイレクトに影響する[36]だけで

なく、相手への信頼[37][38]やその後の連携にも関わる。パンデミックに伴うオンライン化は、対面での

打ち合わせを難しくした一方で、産学の対話の量・回数ともに大幅に増加し、精度も上昇したことが予

想される。従って、パンデミックが共有の効率性や最終的なアウトプットへ与えた影響は両義的であり、

産学連携の文脈に応じて異なるものであることが予想される。 
 
3. インタビュー結果 

  以上に示したパンデミックが産学連携に及ぼしうる影響が、日本の大学において実際にどのように見

られたのかについて、全国各地の大学の産学連携本部や類似組織にインタビューを行いその内容を分析

した。具体的には、「大学等における産学連携等実施状況について」調査から、産学連携を活発に行って

いる機関のリストを作成し、そのうち国公立・私立の別や、擁する学部などが多様性になるようにイン

タビューの依頼状をメールで送付し、そのうち調査の許諾を得た 22 機関に対しオンラインでのインタ

ビューを行った。また、インタビューを実施できないとの回答の場合でも、4 機関からは書面回答を得

ることができた。ここでは、「2．先行研究の整理」で挙げた 8 項目に関連する回答内容を概観する。 
①連携歴 

  パンデミックによって過去に連携したかどうかが重要となった、というような直接的な回答は得られ

なかったが、パンデミックによって新たな企業と連携したり新規のプロジェクトを始めたりすることに

対して難しさを感じている大学は複数あった。特に、人間関係や信頼関係の構築に際し、パンデミック

も相まって急激に普及したオンライン・ツールでは不十分だという指摘が多く、これゆえに新規企業と

の連携に係るハードルが高まっていることから、新規連携相手先の開拓が困難になり、相対的に既存の

連携相手の重要性が増していることがうかがえた(④非公式の交流とも関連)。 
②情報開示・発信 

  情報開示・発信については、大学側が連携先企業の情報を取得するための企業側のアクションも重要

とされているが、インタビューではむしろ、大学が企業の情報開示や発信に注意しているという回答は

なかった一方で、平時から大学や産学連携部署のホームページにシーズ集を掲載したり産学連携実績を

公開したりするなど、大学側が企業に対して情報発信するケースは多かった。このように情報発信が大

学側中心で行われていることもあり、パンデミックによる影響はインタビューではあまり言及されなか

った。先行研究で扱われている海外の事例ではこの項目は重要とされているため、産学連携が、今後日

本でも企業が大学に対して産学連携に関するシグナルを発する形で実現するようになれば、より多くの

マッチングが可能になる一方、パンデミックのようなショックが発生した際にこれらの情報開示・発信

の重要性が高まることが予想される。 
③資源の共有 

連携に際しての資金の重要度は大学ごと、分野ごと、プロジェクトごとに様々であった。今般のパン

デミックによる影響については、予想に反して企業から資金を得ることについて影響はさほど見られな

いという回答が目立った。一方、医学・薬学の分野ではパンデミックによって国からの委託研究が増加

し、収入が大きく伸びた大学もあった。業績に影響があった企業についても比較的早期に回復したもの

と思われ、ショックの際に大学側の資源をむしろ積極的に活用しようというような動きに関する言及は

みられなかった。また、産学連携を教育の場ととらえて重視している大学も複数あり、このような場合

については対面での場が失われたことが連携の価値に対して影響を与えたとする言及があった。ただし

この場合も直近では活動が再開されており、パンデミックを経て教育面での要素を重視するレベルには

大きな変化はないようだった。 
④非公式の交流 

  非公式の交流、中でも対面での交流についてパンデミックで大きな制約を受けたことは数多くの大学

で言及があった。特に、平時からその重要性を認識していたというより、パンデミックによりオンライ

ンでのやりとりが増えた結果、非公式・対面での交流の大切さに改めて気が付いた、という発言が多く

見られた。①連携歴でも記したように、これは新規案件の形成やプロジェクトを大きくしていく段階と

いったような、人間関係や信頼関係が重視される局面で大きな差異を生み出しているとのことであった。 
  新規案件については、パンデミックによって企業と大学とをマッチングするイベントがオンラインで

開催されるようになったという変化についても多く指摘されたが、これらのイベントを通じて契約に至
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る確率は平時に比べてかなり小さいと認識されている点は各大学で共通であり、イベント後の懇親会な

どが先行研究も重視している「非公式の場」として機能していたことを示唆する。また、関係団体と定

期的に行ってきた定例会や会合の開催が見送られるなどのケースも散見され、同様のネガティブな影響

をもたらしていた。 
⑤目標設定・役割分担 

今回のインタビューでは、パンデミックが目標設定・役割分担の重要性に何らかの影響を及ぼしたと

する指摘はみられなかった。しかしながら、回答者が、産学連携があまりうまくいかなかった事例とし

て認識している場合については、こうした目標設定や役割分担に問題があったとの言及があった。具体

的には、企業と大学とで思い描いていたものが十分に共有されておらず、途中で終了してしまったり、

禍根が残ったりする場合があることが指摘された。対照的に成功した事例では、企業と大学との意思疎

通が十分にでき、また追加的に複数の組織が参加した上でプロジェクトの成果が上がったものが挙げら

れていた。目標設定・役割分担の段階での詳細なやり取りに対するパンデミックの影響の有無を明らか

にするためには、さらなる調査が必要である。 
⑥アウトプットの戦略的使用 

  パンデミックの影響か否かは不明だが、近年企業の知的財産に対する姿勢が変わってきたことを指摘

する回答が複数あった。具体的には、これまでは形式化していたような契約の手続きの途中で、企業側

の権利についての問い合わせを受ける場合や、企業からの契約内容の提案において企業にとって有利な

内容を求められる場合が増えた、といった指摘が見られた。 
⑦公的補助金の活用 

③資源の共有で言及したように、産学連携において資金獲得を重視する場合は一定数あるものの、資

金面での影響を受けたとする機関は少なく、公的補助金についても同様であった。(ただし先述の通り、

医学・薬学ではパンデミックに関係する、国からの委託研究は増加しているとの言及はあった。) 
⑧進捗管理 

  産学連携進行中における進捗管理については、対面での機会が失われたことに困難を感じる機関もあ

った一方で、パンデミックを通じて普及したオンライン・ツールのおかげで前進した可能性が多くの機

関で指摘されていた。オンライン会議はアポイントメントを取りやすく、また物理的な移動を伴わない

ためにコストが小さく済むが、それゆえに進捗報告の頻度が上がり、精度も高まったとの指摘があった。 
 
4. まとめと課題 

 産学連携を持続可能な形で発展させるためには、当該連携が社会経済の変動によって大学側と企業側

の双方が受ける影響に左右されるがゆえに、パンデミックなどのショックに対してレジリエントな連携

の在り方を探ることが重要となる。本研究では、先行研究を元に、産学連携において重要だと指摘され

ている各要素が、パンデミックの発生時にどのような影響を受けうるかを整理し、実際に日本の大学が

予想された影響を受けたかどうかをインタビューにより明らかにした。インタビューの結果、一部予想

される影響を受けたとの指摘があった一方で、少なくとも産学連携の結果に即座に影響するほどには、

パンデミックの影響は大きくなかったことが示唆された。ただし、これらは大学側の関係者に対するイ

ンタビュー結果をより導かれた推察であり、より多角的な考察を要するとともに、パンデミックと産学

連携の関係についての細かな因果効果や経路については、より詳細な分析で明らかにする必要がある。 
 今回の調査は、パンデミックというショックを通じて、産学連携のレジリエンスを考えるために実施

したものであるが、インタビュー結果の分析からは、数年単位でのパンデミックの影響と、より長期に

培われてきた産学連携のレジリエンスを同時に分析することの重要性も明らかとなった。例えば、一定

のレジリエンスは金融危機を経て既に得られていたことが考えられる。パンデミック以前に、大きな社

会変動への対応については、金融危機を通じて経験の蓄積があった可能性があり、今回のパンデミック

ではそれが生かされたがゆえに影響があまり大きくならなかったことが考えられる。あるいは、必要性

の低い連携については金融危機で淘汰され、現在残っていたのは比較的産学双方にメリットの大きなも

のとなっていた可能性もある。より一般に、特に産学連携に関わる産業や分野においては、パンデミッ

クの影響は金融危機などと比べて早期に収束すると期待されており[39]、実際そのような変化をたどっ

ている[40]。一方、産学連携は長期的な期待のもの行われている可能性がある。実際、産学連携につい

ては多くの企業が連携相手の大学や教員に不満を感じているのに、引き続き連携したいと回答したとい

う研究結果もある[41]。よって、「短期」のパンデミックは「長期」の産学連携、あるいはその計画にあ

まり影響しなかった可能性も考えられる。 
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  逆にパンデミックの影響が表れている可能性がある重要な要素として、新規連携先の数を挙げること

ができる。大学等における産学連携等実施状況[42]には、新規案件の件数についての調査はあるが、新

規の連携先との連携件数は調査されていない。今回のインタビューでは、パンデミックによって新規の

相手との信頼関係構築に難しさが生じたとの指摘がなされており、予想通り連携実績の重要性が高まっ

たことが示唆されたが、長期的にみれば同一の連携先とばかり連携するのではなく、目的や技術水準が

よりマッチした連携先と連携した方が、大きな成果が得られたり、効率的に連携できたりする可能性が

高まるものと思われる。このように、産学連携の要素分解を行ったうえで社会経済の変動に対するレジ

リエンスを分析することが求められるであろう。 
 

本稿は文部科学省 SciREX 事業プロジェクト「レジリエントな産学連携とイノベーション・システムの

ためのエビデンスの収集と分析」の成果である。 
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